
（平成２３年５月１８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 24 件

厚生年金関係 24 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 15 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

福岡厚生年金 事案 3547    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間については、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、申立期

間の標準報酬月額に係る記録を 22万円に訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：               

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年 10月１日から６年１月 31日まで 

    年金事務所の記録によると、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間に

係る標準報酬月額が、実際に支給されていた給与支給総額より低い金額で

記録されていることが分かった。 

    申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社は、平成６年１月 31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっ

ているところ、オンライン記録により、その約１か月後の同年３月１日付け

で、申立人の５年 10 月１日から６年１月 31 日までの期間についての標準報

酬月額の記録が、22 万円から 20 万円に遡及して訂正されていることが確認で

きる。 

また、オンライン記録により、平成６年１月 31 日に厚生年金保険被保険者

資格を喪失していることが確認できる 13 人の被保険者のうち、申立人を含む

７人の標準報酬月額が遡って減額訂正されていることが確認できるが、社会

保険事務所（当時）においてこのような処理を行うべき合理的な理由は見当

たらない。 

さらに、申立人は、Ａ社の商業登記簿謄本により同社の取締役等ではない

ことが確認でき、申立人及び複数の同僚の供述から判断すると、申立人は社

会保険事務に関与していなかったと推認できる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものとは

認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事

務所に当初届け出たとおり、22万円に訂正することが必要である。 



  

福岡厚生年金 事案 3548      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 45 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３

万 9,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年 11月１日から 45年３月１日まで 

 昭和 42 年 11 月にＢ社に入社し、平成 11 年 12 月に退職するまでの期間

において、同社の各事業所で継続して正社員として勤務していたが、年金

事務所に厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、同社に勤務した

期間のうち、申立期間における厚生年金保険の被保険者記録が無いとの回

答を得た。申立期間も給与は支払われており、申立期間におけるＣ厚生年

金基金の加入員記録もあるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ｃ厚生年金基金を引き継いだ企業年金連合会から

の回答及びＢ社の回答から判断すると、申立人は、昭和 42 年 11 月 15 日から

平成 11年 12月４日までの期間にＢ社の各事業所に継続して勤務していたこと

が認められる。 

また、前述の企業年金連合会からの回答によると、申立人は、昭和 42 年 11

月 15 日に、Ｃ厚生年金基金の加入員資格を取得し、その後、45 年３月１日に

加入員資格を喪失したものの、同日に同資格を再取得しており、平成 11 年 12

月５日に加入員資格を喪失するまでの期間において、継続して同基金の加入員

であったことが確認できるところ、Ｂ社は、「申立期間当時、厚生年金保険の

手続は複写式の届出様式であり、社会保険事務所（当時）と厚生年金基金に同



  

時に提出していた。」と供述している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びＤ社（現在は、

Ｂ社）に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人と同日の昭

和 44年 11月１日にＡ社に係る被保険者資格を喪失した後、Ｄ社に係る被保険

者資格を取得している被保険者は、申立人を除く全員について、Ａ社に係る被

保険者資格の喪失日が、Ｄ社における厚生年金保険被保険者資格の取得日であ

る 46 年３月１日に訂正されており、厚生年金保険の被保険者記録が継続して

いることが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、事業

主は、申立人が昭和 45 年３月１日にＡ社における厚生年金保険被保険者の資

格を喪失し、同日にＤ社において同資格を再取得した旨の届出を社会保険事務

所に対して行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立事業所に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿及び企業年金連合会からの回答における昭和 44年 10月

の記録から、３万 9,000円とすることが妥当である。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3549  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 17 年８月 12 日は 12 万 6,000 円、同年 12 月 24 日は 18 万円、18 年８月

12 日は 18 万円、同年 12 月 16 日は 19 万 1,000 円、19 年８月 11 日は 18 万

5,000円、同年 12月 15日は 25万 3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 32年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年８月 12日  

         ② 平成 17年 12月 24日 

         ③ 平成 18年８月 12日 

         ④ 平成 18年 12月 16日 

         ⑤ 平成 19年８月 11日 

         ⑥ 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 



  

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 17 年８月 12 日は

12 万 6,000 円、同年 12 月 24 日は 18 万円、18 年８月 12 日は 18 万円、同年

12 月 16 日は 19 万 1,000 円、19 年８月 11 日は 18 万 5,000 円、同年 12 月 15

日は 25万 3,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3550 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 17 年８月 12 日は 11 万 2,000 円、同年 12 月 24 日は 17 万 1,000 円、18

年８月 12日は 19万 9,000円、同年 12月 16日は 21万 9,000円、19年８月 11

日は 20万 4,000円、同年 12月 15日は 31万 6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 29年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年８月 12日  

         ② 平成 17年 12月 24日 

         ③ 平成 18年８月 12日 

         ④ 平成 18年 12月 16日 

         ⑤ 平成 19年８月 11日 

         ⑥ 平成 19年 12月 15日 

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 



  

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 17 年８月 12 日は

11 万 2,000 円、同年 12 月 24 日は 17 万 1,000 円、18 年８月 12 日は 19 万

9,000 円、同年 12 月 16 日は 21 万 9,000 円、19 年８月 11 日は 20 万 4,000 円、

同年 12月 15日は 31万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平

成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出したこと

が確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から厚生年

金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答している

ことから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

    



  

福岡厚生年金 事案 3551 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 17 年８月 12 日は 14 万 6,000 円、同年 12 月 24 日は 19 万円、18 年８月

12 日は 19 万 9,000 円、同年 12 月 16 日は 18 万 2,000 円、19 年８月 11 日は

19万 4,000円、同年 12月 15日は 24万 4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 43年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年８月 12日  

         ② 平成 17年 12月 24日 

         ③ 平成 18年８月 12日 

         ④ 平成 18年 12月 16日 

         ⑤ 平成 19年８月 11日 

         ⑥ 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 



  

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 17 年８月 12 日は

14万 6,000円、同年 12月 24日は 19万円、18年８月 12日は 19万 9,000円、

同年 12 月 16 日は 18 万 2,000 円、19 年８月 11 日は 19 万 4,000 円、同年 12

月 15日は 24万 4,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3552      

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間①及び②の期間に係る標準賞与額については、厚生年金保

険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の当該期間の標準賞与額に係る記録を

平成 17年８月 12日は 15万 5,000円、同年 12月 24日は 21万 8,000円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 54年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年８月 12日  

         ② 平成 17年 12月 24日 

         ③ 平成 18年８月 12日 

         ④ 平成 18年 12月 16日 

         ⑤ 平成 19年８月 11日 

         ⑥ 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①及び②については、Ａ社が提出した当該期間に係る賃金台帳に

より、申立人は、当該期間に係る賞与の支給を受け、厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または



  

決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源

泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそ

れぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①及び②の期間に係る標準賞与額は、前述の賃金

台帳において確認できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成

17年８月 12日は 15万 5,000円、同年 12月 24日は 21万 8,000円とするこ

とが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後

の平成 22年８月 20日に申立人の当該期間に係る賞与支払届を提出したこと

が確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から厚生

年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答して

いることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚生年

金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

   

 ２ 申立期間③から⑥までの期間については、Ａ社が提出した当該期間に係る

賃金台帳により、当該期間に申立人に対して賞与が支給されていたことが確

認できるが、厚生年金保険料の控除額については「０」と記載されている上、

当該事業所の経理担当者は当該期間については、賞与から厚生年金保険料を

控除していないと供述している。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間③から⑥までの期間におい

てその主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3553 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 17 年 12月 24 日は９万 5,000 円、18 年８月 12 日は 13 万 3,000 円、同年

12 月 16 日は 15 万 4,000 円、19 年８月 11 日は 13 万 9,000 円、同年 12 月 15

日は 22万 6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 27年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 24日 

         ② 平成 18年８月 12日 

         ③ 平成 18年 12月 16日 

         ④ 平成 19年８月 11日 

         ⑤ 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定



  

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 17 年 12 月 24 日は

９万 5,000 円、18 年８月 12 日は 13 万 3,000 円、同年 12 月 16 日は 15 万

4,000 円、19 年８月 11 日は 13 万 9,000 円、同年 12 月 15 日は 22 万 6,000 円

とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3554 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 17 年 12月 24 日は９万 5,000 円、18 年８月 12 日は 13 万 3,000 円、同年

12月 16日は 15万 4,000円、19年８月 11日は 12万円、同年 12月 15日は 18

万 1,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 41年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 24日 

         ② 平成 18年８月 12日 

         ③ 平成 18年 12月 16日 

         ④ 平成 19年８月 11日 

         ⑤ 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定



  

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 17 年 12 月 24 日は

９万 5,000 円、18 年８月 12 日は 13 万 3,000 円、同年 12 月 16 日は 15 万

4,000 円、19 年８月 11 日は 12 万円、同年 12 月 15 日は 18 万 1,000 円とする

ことが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3555 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 17 年 12月 24 日は９万 5,000 円、18 年８月 12 日は 13 万 3,000 円、同年

12月 16日は 16万 4,000円、19年８月 11日は 12万円、同年 12月 15日は 16

万 3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 53年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 24日 

         ② 平成 18年８月 12日 

         ③ 平成 18年 12月 16日 

         ④ 平成 19年８月 11日 

         ⑤ 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定



  

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 17 年 12 月 24 日は

９万 5,000 円、18 年８月 12 日は 13 万 3,000 円、同年 12 月 16 日は 16 万

4,000 円、19 年８月 11 日は 12 万円、同年 12 月 15 日は 16 万 3,000 円とする

ことが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3556 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 17 年 12 月 24 日は７万 6,000 円、18 年８月 12 日は９万 5,000 円、同年

12 月 16 日は 13 万 6,000 円、19 年８月 11 日は 10 万 2,000 円、同年 12 月 15

日は 14万 4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 42年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 24日 

         ② 平成 18年８月 12日 

         ③ 平成 18年 12月 16日 

         ④ 平成 19年８月 11日 

         ⑤ 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定



  

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 17 年 12 月 24 日は

７万 6,000円、18年８月 12日は９万 5,000円、同年 12月 16日は 13万 6,000

円、19 年８月 11 日は 10 万 2,000 円、同年 12 月 15 日は 14 万 4,000 円とする

ことが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3557 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 17 年 12 月 24 日は９万 5,000 円、18 年８月 12 日は９万 5,000 円、同年

12月 16日は 13万 6,000円、19年８月 11日は９万 2,000円、同年 12月 15日

は 13万 5,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 24年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 24日 

         ② 平成 18年８月 12日 

         ③ 平成 18年 12月 16日 

         ④ 平成 19年８月 11日 

         ⑤ 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定



  

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 17 年 12 月 24 日は

９万 5,000円、18年８月 12日は９万 5,000円、同年 12月 16日は 13万 6,000

円、19 年８月 11 日は９万 2,000 円、同年 12 月 15 日は 13 万 5,000 円とする

ことが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3558 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 17 年 12月 24 日は４万 7,000 円、18 年８月 12 日は 13 万 3,000 円、同年

12月 16日は 13万 6,000円、19年８月 11日は 12万円、同年 12月 15日は 14

万 4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 33年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 24日 

         ② 平成 18年８月 12日 

         ③ 平成 18年 12月 16日 

         ④ 平成 19年８月 11日 

         ⑤ 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定



  

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 17 年 12 月 24 日は

４万 7,000 円、18 年８月 12 日は 13 万 3,000 円、同年 12 月 16 日は 13 万

6,000 円、19 年８月 11 日は 12 万円、同年 12 月 15 日は 14 万 4,000 円とする

ことが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3559 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 17 年 12月 24 日は７万 6,000 円、18 年８月 12 日は 12 万 3,000 円、同年

12月 16日は 15万 4,000円、19年８月 11日は７万 4,000円、同年 12月 15日

は 13万 5,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 55年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 24日 

         ② 平成 18年８月 12日 

         ③ 平成 18年 12月 16日 

         ④ 平成 19年８月 11日 

         ⑤ 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定



  

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 17 年 12 月 24 日は

７万 6,000 円、18 年８月 12 日は 12 万 3,000 円、同年 12 月 16 日は 15 万

4,000 円、19年８月 11日は７万 4,000円、同年 12月 15日は 13万 5,000円と

することが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3560 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 17 年 12 月 24 日は６万 6,000 円、18 年８月 12 日は９万 5,000 円、同年

12月 16日は 12万 7,000円、19年８月 11日は 12万円、同年 12月 15日は 15

万 3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 52年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 24日 

         ② 平成 18年８月 12日 

         ③ 平成 18年 12月 16日 

         ④ 平成 19年８月 11日 

         ⑤ 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定



  

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 17 年 12 月 24 日は

６万 6,000円、18年８月 12日は９万 5,000円、同年 12月 16日は 12万 7,000

円、19 年８月 11 日は 12 万円、同年 12 月 15 日は 15 万 3,000 円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3561 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 18年８月 12日は 13万 3,000円、同年 12月 16日は 14万 5,000円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 34年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18年８月 12日 

         ② 平成 18年 12月 16日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 



  

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 18 年８月 12 日は

13万 3,000円、同年 12月 16日は 14万 5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3562 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 19年８月 11日は 15万 7,000円、同年 12月 15日は 18万 1,000円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 61年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19年８月 11日 

         ② 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 



  

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 19 年８月 11 日は

15万 7,000円、同年 12月 15日は 18万 1,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3563 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 18 年 12 月 16 日は 16 万 6,000 円、19 年８月 11 日は 15 万 7,000 円、同

年 12月 15日は 18万 1,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 61年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18年 12月 16日 

         ② 平成 19年８月 11日 

                  ③ 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低



  

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 18 年 12 月 16 日は

16 万 6,000 円、19 年８月 11 日は 15 万 7,000 円、同年 12 月 15 日は 18 万

1,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3564 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 18 年８月 12 日は３万 8,000 円、同年 12 月 16 日は８万 9,000 円、19 年

８月 11日は８万 3,000円、同年 12月 15日は 13万 5,000円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 62年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18年８月 12日 

         ② 平成 18年 12月 16日 

                  ③ 平成 19年８月 11日 

         ④ 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除



  

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 18 年８月 12 日は３

万 8,000 円、同年 12 月 16 日は８万 9,000 円、19 年８月 11 日は８万 3,000 円、

同年 12月 15日は 13万 5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3565 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 19 年８月 11 日は９万 2,000 円、同年 12 月 15 日は 11 万 7,000 円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 24年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19年８月 11日 

         ② 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 



  

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 19 年８月 11 日は９

万 2,000円、同年 12月 15日は 11万 7,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3566 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の全ての申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

平成 19 年８月 11 日は４万 6,000 円、同年 12 月 15 日は 11 万 7,000 円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 58年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19年８月 11日 

         ② 平成 19年 12月 15日         

全ての申立期間において、Ａ社に勤務し、賞与の支給を受け、当該賞与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたので、全ての申立期間

について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した賃金台帳により、申立人は、全ての申立期間に係る賞与の支

給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、標準賞与額については、特例法に基づき標準賞与額を改定または決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 



  

したがって、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認

できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、平成 19 年８月 11 日は４

万 6,000円、同年 12月 15日は 11万 7,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成 22 年８月 20 日に申立人の全ての申立期間に係る賞与支払届を提出した

ことが確認できるところ、事業主は、「当該期間において支給した賞与から

厚生年金保険料を控除したが、賞与支払届を提出していなかった。」と回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3567      

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 10年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33年３月 10日から 35年５月１日まで 

58 歳で事業所を定年退職した際に、社会保険事務所（当時）に申立期間

の厚生年金保険の被保険者記録について問い合わせたところ、脱退手当金

が支給されており、受領印も押されていると言われて驚いた。脱退手当金

を受け取っていないし、受領印を押したりもしていないはずなので、申立

期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約１年９か月後の昭和 37 年１月 30 日に支給されたこととされ

ており、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の申

立事業所における厚生年金保険被保険者資格の取得日は、昭和 33 年３月 10 日

であることが確認できるが、オンライン記録において同年２月 10 日と誤って

記録されていた上、申立人の脱退手当金は、その誤った資格取得日に基づいて

計算された金額で支給された記録になっており、申立人の年金記録の記録管理

が適切に行われていたとは認め難い。 

さらに、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間後の別事業所に係る

被保険者期間については、支給日前の被保険者期間であるにもかかわらず、そ

の計算の基礎とされておらず、未請求となっているが、申立人が、２回の被保

険者期間のうち、申立期間のみを請求し、支給日により近い被保険者期間を失

念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



  

福岡厚生年金 事案 3568  

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場

における資格取得日に係る記録を昭和 30 年４月１日に訂正し、申立期間①

の標準報酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

２ 申立人は、申立期間②及び③の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立期間②に係るＡ社Ｄ工場に

おける資格取得日に係る記録を昭和 32 年 11 月 25 日、申立期間③に係る同

社Ｄ工場における資格喪失日に係る記録を 51 年４月１日に訂正し、申立期

間③の標準報酬月額を 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間③の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30年４月１日から同年７月１日まで 

② 昭和 32年 11月 25日から同年 11月 29日まで 

③ 昭和 51年３月 31日から同年４月１日まで 

厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、全ての申立期間に係る

厚生年金保険の被保険者記録が無いことが分かった。 

Ａ社に昭和 30 年４月１日に入社してから平成 11 年３月 29 日に退職する

までの期間において、継続して勤務していたのは間違いないので、全ての

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 雇用保険の被保険者記録、Ｂ社が保管する人事記録及び同社の回答から判

断すると、申立人が、申立期間①においてＢ社に勤務していたことが確認

できる。 



  

また、Ｂ社は、「申立人は、入社当初から正社員であり、申立人の給与

から申立期間①の厚生年金保険料を控除していた。」と回答している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場にお

ける昭和 30 年７月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、

8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、Ｂ社は、当時の資料が保管されておらず

不明であると回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間②及び③については、雇用保険の被保険者記録、Ｂ社が保管する

人事記録及び同社の回答から判断すると、申立人が、申立期間②及び③に

おいて、Ａ社に継続して勤務し（昭和 32 年 11 月 25 日にＡ社Ｃ工場から同

社Ｄ工場に異動及び 51 年４月１日に同社Ｄ工場から同社本社へ異動）、当

該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人の同社Ｄ工場にお

ける昭和 51 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から 20 万

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ｂ社は、「当該期間については、申立人の人事異動の際に、申立

人の厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日を誤った日付で手続し

たものと考えられる。」と回答している上、申立期間③については、事業

主が申立人の資格喪失日を昭和 51 年４月１日と届け出たにもかかわらず、

社会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いこと

から、事業主は社会保険事務所の記録どおりの被保険者資格の喪失の届出

を行い、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の厚生年金

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間③の厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 3569 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年７月１日から 45年２月１日まで 

    オンライン記録では、Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保

険者期間について、脱退手当金が支給済みとされている。 

    脱退手当金の請求手続を行ったことも、受給した記憶も無いので、脱退手

当金の支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約１年９か月後の昭和 46 年 11 月９日に支給決定されたこと

となっていること、及び申立期間当時において、Ａ社で社会保険事務を担当

していたとする者は、「脱退手当金に係る手続について説明したことも脱退

手当金の代理請求を行ったことも無い。」と回答している上、同事業所に勤

務していたとする同僚は、「申立期間当時、会社では脱退手当金の代理請求

はしていなかった。」と供述していることから判断して、事業主が申立人の

委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

   また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間より前の二つの被

保険者期間（計 37 月）についてはその計算の基礎とされておらず、未請求と

なっているが、これを失念するとは考え難い上、未請求となっているＣ社及び

Ｄ社に係る被保険者期間と申立期間は同一の厚生年金保険被保険者記号番号で

管理されているにもかかわらず、支給されていない期間として存在することは

事務処理上不自然である。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



  

福岡厚生年金 事案 3570 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月 29日から 30年９月１日まで 

    オンライン記録では、Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間について、

脱退手当金が支給済みとされている。 

    しかし、脱退手当金の請求手続をしたことも、受給した記憶も無いので、

脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期間

をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間より前の被保険者期間に

ついてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。 

しかしながら、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）において、

当該未請求となっている被保険者期間及び申立期間に係る被保険者期間が確認

できるほか、両被保険者期間に係る厚生年金保険被保険者記号番号は未請求と

なっている被保険者期間に係る記号番号に重複取消されていることが確認でき

るところ、日本年金機構では、「申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧

台帳）における重複取消の時期等は不明であるが、本来、同台帳に記録されて

いる脱退手当金の支給決定日より前の厚生年金保険の被保険者期間については

脱退手当金の支給対象期間となるはずであり、未請求期間は生じないと思われ

る。」と回答していることから、事務処理上、不自然な取扱いがなされたもの

と考えられる。 

   また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳とＡ社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿における標準報酬月額の記録は異なっているところ、脱退

手当金が支給されたとする額は、同台帳における標準報酬月額の記録を基に計

算された額となっている。このことについて、前述の日本年金機構は、「厚生



  

年金保険被保険者台帳と健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録が相違して

いる場合には、被保険者名簿の記録が優先される。」と回答していることから、

その支給事務が適切であったとは認め難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



  

福岡国民年金 事案 2400 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年 10 月から６年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成５年 10月から６年３月まで 

私が 20 歳になった平成５年＊月頃、母親が国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料の納付も手続と同時に行ってくれていたと思っていたが、

実際は納付されていなかったことが判明した。 

平成６年４月に就職して間もなく枚数は記憶していないが複数枚の納付

書が送付されてきたので、保険料を自分で、確か２回に分割して納付期限

までに郵便局又は銀行で納付した。 

    申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成６年４月に就職後、間もなく申立期間の国民年金保険料の

納付書の送付を受けたので、当該納付書により、２回に分けて申立期間の国民

年金保険料を納付したと主張しているところ、Ａ市では、「当市では、現年度

納付の納期限は、年度末の３月末日としており、特に要求が無いにもかかわら

ず、これを超えて現年度国民年金保険料の納付書を発行し、郵送する取扱いは

行っていない。」としており、申立人が申立期間の国民年金保険料を現年度納

付したとは考え難い。 

また、申立期間について、過年度納付の方法による納付は可能であったと

も考えられるものの、管轄社会保険事務所（当時）は、「特に分納の要請が無

い場合は、１枚の納付書を発行しており、年度をまたがる場合を除き複数枚の

納付書を発行することは無かった。」としており、申立人において、複数枚の

納付書作成を要請したとの主張も無い。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人の申立期間当時における国民



  

年金保険料の納付時期及び納付金額等について記憶は明確でなく、ほかに申立

期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

福岡国民年金 事案 2401 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62 年７月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年７月から平成３年３月まで 

    申立期間は、大学在学中であったが、親に勧められて国民年金に加入した。

国民年金の加入手続及び保険料の納付については、全て母が行い、母から

は、きちんと保険料を納付していたと言われたのに、申立期間は国民年金

の未加入期間とされている。 

領収書などは保管していないが、申立期間が未加入期間とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、学生が国民年金に強制加入となった平成

３年４月頃に払い出されており、申立期間は、申立人が大学在学期間のため、

国民年金は任意加入期間となり、制度上、国民年金保険料を遡って納付するこ

ともできなかったものと考えられる上、それ以前に別の記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、

申立人の国民年金の加入手続及び申立期間の保険料を納付していたとする申立

人の母親は、加入手続に際して年金手帳は交付されなかったと供述するなど、

加入手続及び保険料納付に関する記憶が定かでない。 

さらに、申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保

険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



  

福岡国民年金 事案 2402 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 17 年４月から同年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 58年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年４月から同年８月まで 

  私は、平成 17 年４月にＡ社を退職し、同年９月にＢ社に入社するまで国

民年金の加入手続は行っていなかったが、国民年金保険料は、送付されて

きた納付書で金融機関かコンビニエンスストアで納付したはずである。 

  Ｂ社退職後の平成 19 年４月以降も国民年金の加入手続は行っていないの

に、国民年金保険料は納付済みとされているので、申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人に対しては、平成 17 年６月 22 日及び 19

年２月 23 日の２回にわたり、申立期間に係る国民年金の加入勧奨が行われて

いることが確認できるものの、国民年金被保険者の資格取得届出が行われた事

跡は見当たらず、申立期間は国民年金の未加入期間とされていることから、申

立人は国民年金保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

また、申立人がＢ社を退職した後の国民年金の被保険者期間については、

平成 19 年８月１日付けで資格取得届出が行われており、同年４月の国民年金

保険料については 20 年１月に納付され、19 年５月から同年８月までの保険料

については、20 年 10 月から同年 12 月にかけて過年度納付されていることが

確認できる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



  

福岡国民年金 事案 2403 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43年２月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年２月から 44年３月まで 

    私は、昭和 43年１月 31日に勤務先を退職し、Ａ市からＢ町に転居してき

た。在職中は、厚生年金保険の事務を担当していたので、多少年金の知識

はあったものの、国民年金については分からず、Ｂ町役場に出向いて話を

聞くと、「婦人会の人が集金に行きます。」とのことで、その年の２月後

半に、婦人会の人が集金に来て、700 円ぐらいの国民年金保険料を渡した記

憶がある。 

    その後は、その人が集金に来ていたが、いつの頃からか、銀行で納付する

ようになり、その後は口座振替にした。 

    妻にも同じ国民年金保険料の未納期間があるが、申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 44年１月 14日に、Ｂ町において夫

婦連番で払い出されており、それ以前に別の記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情は見当たらないことから、記号番号が払い出された時点に

おいては、申立期間の一部は過年度納付となり、現年度納付のみを取扱う婦人

会の集金人には、過年度保険料を納付することはできなかったものと考えられ

る。 

   また、申立人が国民年金保険料を一緒に納付していたとする申立人の妻につ

いても、申立人と同様に申立期間に係る保険料は未納とされており、両人共に

昭和 44 年４月から保険料が納付されていることを踏まえると、婦人会による

保険料の集金は昭和 44 年度から始まったものと推認され、申立期間の保険料

が納付されていたものとは考え難い。 



  

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（日記、家計簿等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付して

いたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

福岡国民年金 事案 2404 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58年 11月から平成２年８月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年 11月から平成２年８月まで 

    私は、昭和 58年の春頃から元夫とは別居中であり、同年 11月にＡ市Ｂ区

役所で国民年金保険料の免除申請を行った。59 年７月の離婚後から平成２

年８月までの期間については、引き続き同区役所で免除申請手続を行ったの

で、申立期間の保険料が免除とされていないことに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の基礎年金番号は、申立人が平成９年１月に勤務していたＡ社に係

る厚生年金被保険者記号番号が付番されており、基礎年金番号に国民年金手帳

記号番号が統合された記録及び別の記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情は見当たらない上、オンライン記録では、申立期間を含む昭和 45

年 1 月 27 日から平成２年９月 10 日までの国民年金の記録は、15 年 11 月 26

日に事務処理されていることが確認されることから、この時点までは、申立期

間は国民年金の未加入期間とされ、申立人は、申立期間の国民年金保険料につ

いて免除申請することはできなかったものと考えられる。 

   また、申立期間を免除するためには８回の申請が必要であるが、申立人はこ

れら申請についての記憶は定かでない上、申立人が申立期間の国民年金保険料

を免除申請していたことを示す関連資料（免除申請承認通知書、日記等）が無

く、ほかに申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことをうかが

わせる事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3571      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：                 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年９月１日から 38年３月 12日まで 

老齢年金請求時に、自身の厚生年金保険の被保険者記録を確認したとこ

ろ、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた申立期間における厚生年金保険

の記録が脱退手当金を受給したようになっているが、受給した記憶は無い

ので、脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人に

脱退手当金を支給したことを意味する「脱」の表示が記載されていることが確

認できる。 

また、前述の被保険者名簿において、申立人が厚生年金保険被保険者資格

を喪失した前後３年間（前は申立事業所が新規に適用事業所に該当した日）に

同資格を喪失し、かつ、脱退手当金を支給したと記録されている同僚が５人確

認でき、そのうちの二人は、それぞれ同資格を喪失して約２年及び３年９か月

後に支給したとされており、申立人が、同資格を喪失して約１年 11 か月後の

昭和 40年１月 29日に脱退手当金を支給したとされていることに不自然さはう

かがえない。 

さらに、上記の同僚のうち、連絡が取れた一人は、「当時、退職すると年

金は継続できず、脱退手当金は受け取らないと保険料が無駄になると周囲から

聞いており、自身で請求した。退職の際に、会社からは脱退手当金の説明は無

かったと思う。」と供述しており、申立人から聴取しても受給した記憶が無い

というほかに、脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当た

らない。 

なお、申立期間前に脱退手当金が未請求となっている別事業所の厚生年金



  

保険被保険者期間が確認できるが、未請求の被保険者期間と申立期間である被

保険者期間とは別記号番号で管理されており、申立期間の脱退手当金が請求さ

れた昭和 40 年当時、社会保険事務所（当時）では、請求者からの申出が無い

場合、別記号番号で管理されている被保険者期間を把握することは困難であっ

たものと考えられることから、支給されていない期間が存在することに事務処

理上の不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3572       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 14年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33年４月８日から 37年５月６日まで 

日本年金機構から「脱退手当金に関わる厚生年金加入記録」についての

はがきが送付され、年金記録を確認した際に初めて、申立期間について、

脱退手当金が支給されていることを知った。脱退手当金を受給した記憶は

無いので、申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が

支給されたことを意味する「脱」の表示が記されている上、支給額に計算上

の誤りは無く、申立期間の厚生年金保険被保険者資格を喪失した昭和 37 年５

月６日から約３か月後の同年８月６日に支給されているなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえない。 

   また、前述の被保険者名簿により、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪

失日の前後１年間に当該事業所において同資格を喪失し、脱退手当金の支給

要件を満たしていることが確認できる 40 人のうち、28 人が脱退手当金を支給

されていることがオンライン記録で確認できる上、申立人を含む 24 人が同資

格の喪失日から６か月以内に支給されていること、及び脱退手当金が支給さ

れている同僚の二人が脱退手当金の受給手続は事業所が行ったと回答してい

ることを踏まえると、申立期間当時、当該事業所においては、事業主による

脱退手当金の代理請求が行われていたと推認される。    

   なお、申立期間以前に勤務した事業所における厚生年金保険被保険者期間に

ついて脱退手当金は未請求となっているが、当該期間に係る被保険者記号番

号は、申立事業所に係る記号番号とは別の記号番号で管理されており、当時

は、請求者から当該期間の申出をしなければ、社会保険事務所（当時）では、



  

別の記号番号で管理されている請求者の被保険者期間を把握することは困難

であったものと考えられることから、支給されていない期間が存在すること

に事務処理上の不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3573（事案 1291の再申立て）      

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年 10月頃から 42年頃まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間について、厚生年金保険の被

保険者記録が確認できなかったため、年金記録確認第三者委員会に被保険

者記録の訂正を申し立てたところ、年金記録の訂正は認められなかった。 

今回、Ａ社のＣ部署に所属していたこと、及び前回名前を挙げた同僚に

ついても同じＣ部署の所属であったことを思い出したため、申立期間を修

正して改めて申し立てることとした。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間を含む申立てについては、ⅰ）Ａ社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿では、申立人が名前を挙げた同僚 10 人のうち、６人については

厚生年金保険の被保険者記録が確認できないことから判断すると、申立期間当

時、当該事業所では、当該事業所の従業員であった者について全員を厚生年金

保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえること、ⅱ）同被保険者名

簿では、申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者記録は確認できな

い上、申立期間における健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の

記録が欠落したものとは考え難いこと、ⅲ）オンライン記録により、申立人は、

申立期間のうち、昭和 39 年４月から 42 年 12 月までの期間において国民年金

保険料を納付していることが確認できる上、申立人が当該事業所に一緒に入社

したとする二人の同僚についても申立人と同様に 39 年４月から国民年金保険

料を納付している記録が確認できることなどを理由として、既に当委員会の決

定に基づき平成 21年８月 26日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えない

とする通知が行われている。 



  

今回、申立人は、申立期間を修正し、新たにＡ社のＣ部署に同僚とともに

所属していたことを思い出したとして再度申立てを行っているため、今回改め

て当該同僚から聴取したものの、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情

は見当たらないことから、申立人が、厚生年金保険被保険者として、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 3574 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年２月 15日から 37年 11月 12日まで 

  ② 昭和 38年２月９日から 46年４月１日まで 

年金事務所の記録では、Ａ社に勤務していた申立期間について厚生年金

保険の脱退手当金を受給したこととされているが、脱退手当金を受給した

記憶は無いので、申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人に脱退手当金が支給されたこ

とを意味する「脱」の表示が記されている上、申立期間②に係る厚生年金保険

被保険者資格の喪失日から約４か月後の昭和 46年７月 27日に支給されたこと

が確認できるほか、厚生年金脱退手当金支給報告書には、申立期間の脱退手当

金に係る支給対象期間、支給額及び支給年月日が記載されており、この記載内

容はオンライン記録と符合するなど、一連の事務処理に不自然さは見られない。 

また、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている厚生年金保険被保

険者期間があるが、当該未請求の被保険者期間と申立期間に係る被保険者期間

とは、別の厚生年金保険被保険者記号番号で管理されており、申立期間の脱退

手当金が請求された当時、社会保険事務所（当時）では、請求者からの申出が

無い場合、別の記号番号で管理されている被保険者期間を把握することは困難

であったものと考えられることから、支給されていない被保険者期間が存在す

ることに事務処理上の不自然さはうかがえない。 

さらに、前述の被保険者名簿において、申立期間②の厚生年金保険被保険

者資格の喪失日である昭和 46 年４月１日の前後２年以内に被保険者資格を喪

失し、かつ、脱退手当金の支給要件を満たす女性被保険者 10 人の被保険者記



  

録を確認したところ、申立人を含む４人に脱退手当金の支給記録が確認でき、

いずれも被保険者資格を喪失後４か月以内に脱退手当金の支給決定がなされて

いることを踏まえると、事業主による脱退手当金の代理請求が行われていた可

能性を否定できない。 

加えて、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほかに

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3575 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年９月１日から 17年１月 24日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間に係る標準報酬月額が、実際に

支給されていた給与支給額に見合う標準報酬月額よりも低い金額で記録され

ていることが分かった。 

私は、社会保険の事務手続を含む全ての事務を担当しており、申立期間に

ついて、社会保険事務所（当時）に届け出ていた標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を給与から控除していたことは間違いない。 

申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る平成 16 年度の「健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基

礎届」によれば、申立人の申立期間における標準報酬月額は、オンライン記録

どおりの額（９万 8,000 円）で社会保険事務所に届け出られていることが確認

できる上、申立人に係る 17 年度及び 18 年度の「市県民税所得課税証明書」に

は、平成 16 年分及び 17 年分の申立人の給与所得額は、「０円」と記載されて

いることが確認でき、申立人が主張する給与支給額を確認することができない。 

また、申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる給与明

細書等の資料を所持しておらず、適用事業所名簿によれば、Ａ社は、平成 17

年３月 31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることが確認

できる上、当時の事業主は、「当時の賃金台帳等の資料は所持しておらず、不

明である。」と回答していることから、申立人の申立期間における報酬月額及

び厚生年金保険料額について確認できる関連資料を得ることができない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主



  

による給与からの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3576 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年９月３日から 33年１月 21日まで 

             ② 昭和 34年６月６日から 35年１月 31日まで 

③ 昭和 35年５月 25日から 40年 11月５日まで 

日本年金機構から、脱退手当金の受給の有無を確認するためのはがきが送

られてきて、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場に勤務していた期間のうち、申立

期間①、②及び③について、厚生年金保険の脱退手当金を受給したこととさ

れていることが分かった。 

脱退手当金の請求手続を行ったことも、受給した記憶も無いので、申立

期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。     

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金について、申立期間③に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿には、申立人に脱退手当金が支給されたことを意味する

「脱」の表示が記されている上、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤

りは無く、申立期間③に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約５か月

後の昭和 41年４月 14日に支給されたことが確認できるなど、一連の事務処理

に不自然さは見られない。 

また、前述の被保険者名簿において、申立期間③の厚生年金保険被保険者

資格の喪失日である昭和 40年 11月５日の前後２年以内に同資格を喪失し、か

つ、脱退手当金の支給要件を満たす女性被保険者 68 人の被保険者記録を確認

したところ、申立人を含む 37 人について脱退手当金の支給記録が確認でき、

そのうち 28 人は同資格の喪失日から１年以内に脱退手当金の支給決定がなさ

れている上、Ｂ社は、「申立期間当時の事務担当者に聴取した結果、事務系の

業務に従事する従業員については脱退手当金の代理請求を行っていたとの供述



  

を得たが、工場勤務であった従業員について異なる取扱いをすることは考え難

く、工場勤務であった従業員についても代理請求を行っていたと思う。」と回

答しているところ、申立期間③当時に当該事業所に勤務していた複数の者から、

退職の際、会社から脱退手当金についての説明があった旨の供述が得られてい

ることを踏まえると、事業主による脱退手当金の代理請求が行われていた可能

性がうかがえる。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほかに

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3577 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 28年２月１日から 34年９月 20日まで 

日本年金機構から送付されてきた「脱退手当金に関わる厚生年金保険加

入記録」を確認したところ、Ａ社に勤務していた申立期間の脱退手当金を

受給したこととされているが、脱退手当金の請求手続を行ったことも、受

給した記憶も無いので、申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金について、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿には、申立人に脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表

示が記されている上、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、

申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約３か月後の昭和 34

年 12月 23日に支給されたことが確認できるなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

 また、前述の被保険者名簿において、申立人が厚生年金保険の被保険者資格

を喪失した昭和 34 年に同資格を喪失し、かつ、脱退手当金の支給要件を満た

す女性被保険者 14人の被保険者記録を確認したところ、申立人を含む 11人に

ついて脱退手当金の支給記録が確認でき、そのうち５人は同資格の喪失日から

６か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている上、複数の同僚から、退職

の際、会社から脱退手当金の説明を受け、脱退手当金は退職金と一緒に会社か

ら受け取った旨の供述が得られていることを踏まえると、事業主による脱退手

当金の代理請求が行われていた可能性がうかがえる。 

 さらに、申立期間以前に勤務した事業所における被保険者期間の脱退手当金

は未請求となっているが、当該期間に係る厚生年金保険被保険者記号番号は、



  

申立事業所に係る記号番号とは別の記号番号で管理されており、当時の脱退手

当金裁定請求書の様式は公的年金加入歴の記載項目が無いことから、申立人が

当該被保険者期間の申告をしなければ、社会保険事務所（当時）では請求者の

全ての被保険者期間を把握することは困難であったものと考えられることから、

支給されていない被保険者期間が存在することに事務処理上の不自然さはうか

がえない。 

 加えて、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 3578 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年８月 31日から 39年８月１日まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認で

きない。申立期間において継続して勤務していたことは事実であるので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録によれば、申立人は、申立期間中の昭和 39 年６月

13日にＡ社に係る雇用保険被保険者資格を取得していることが確認できる。 

   しかしながら、適用事業所名簿によれば、当該事業所は既に厚生年金保険の

適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主の親族は、「申立人に係る

関係資料は保存しておらず、申立内容を確認できない。」と供述している。 

   また、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間

当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚３人は、それぞれ、「申

立人に係る記憶は無いが、私の場合、一定期間の試用期間があった。当時の新

入社員は、入社直後は鋼材の勉強のため、倉庫で重量物の取扱いを行うなど、

相当厳しい仕事だったので短期間で退職する者が多かった。」、「申立人が勤

務していた記憶はあるが、具体的な勤務期間については分からない。当時、社

員の出入りが激しく短期間で退職する者が多かった。」、「私は事務職であっ

たが、事務職についても一定の試用期間があった。」と供述していることなど

から判断すると、当時、申立事業所では、従業員について必ずしも入社と同時

に厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

   さらに、前述の被保険者名簿によれば、申立人は昭和 37年 12月１日に厚生

年金保険被保険者の資格を取得し、38 年８月 31 日に同資格を喪失した後、39

年８月１日に同資格を再度取得していることが確認できるほか、厚生年金保険



  

被保険者記号番号払出簿によれば、申立人の申立事業所に係る二つの被保険者

記号番号が、それぞれ、37 年 12 月１日及び 39 年８月１日に払い出されてお

り、いずれも、オンライン記録と一致していることが確認できる。 

   加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3579 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年７月 21日から 47年２月 11日まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認で

きない。昭和 47 年２月に退職するまでの期間において継続して勤務してい

たので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録によれば、申立人の申立期間におけるＡ社に係る雇

用保険の被保険者記録は確認できない。 

   また、申立事業所では、「申立人に係る関連資料は保存しておらず、申立内

容を確認できない。」と回答している。 

   さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期

間当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚３人のうち、一人は、

「申立人がＢ社を退職した直後からＡ社に勤務しており、約１年間において同

社に勤務していた記憶はあるが、具体的な勤務期間及び当時の厚生年金保険の

加入状況については分からない。」と供述しているところ、Ｂ社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人は昭和 43 年９月２日に厚生年

金保険被保険者の資格を喪失した後、申立事業所に係る被保険者名簿において、

44 年７月１日に同資格を取得し、同年７月 21 日に同資格を喪失していること

が確認できるとともに、適用事業所名簿において、申立事業所は同年７月１日

に厚生年金保険の適用事業所に該当しており、申立人がＢ社を退職した直後か

ら申立事業所に勤務していたとされる約１年間のうち、43 年９月２日から 44

年７月１日までの期間については、厚生年金保険の適用事業所に該当していな

かったことが確認できる。 

加えて、前述の同僚３人のうち、残り二人は、「申立人に係る記憶は無く、



  

当時の厚生年金保険の加入状況については分からない。」と供述していること

から、申立人の申立期間における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び事業

主による厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び供述等を得る

ことができない。 

   また、前述の被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失

日は昭和 44年７月 21日となっており、オンライン記録と一致していることが

確認できる。 

   さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立て

に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 3580 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年 11月１日から 41年 12月 31日まで 

    オンライン記録では、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた厚生年金保険

の被保険者期間について脱退手当金が支給済みとされている。当時、脱退

手当金制度のことは知らなかったし、受給した記憶も無いので、申立期間

に係る脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金が

支給されたことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の

脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保

険者の資格喪失日から約５か月後の昭和 42年５月 16日に支給決定されている

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、前述の被保険者原票において、申立人の厚生年金保険被保険者の資格

喪失日である昭和 41 年 12 月 31 日の前後１年以内に資格喪失し、かつ、脱退

手当金の支給要件を満たしている女性８人について脱退手当金の支給記録を確

認したところ、５人について支給記録が確認でき、そのうち４人は資格喪失後

６か月以内に脱退手当金の支給決定がなされているほか、申立期間当時に申立

事業所に勤務していた同僚は、「退職の際、会社から脱退手当金についての説

明があった。」と供述していることを踏まえると、申立人についてもその委任

に基づき事業主による脱退手当金の代理請求がなされた可能性が高いものと考

えられる。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期



  

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

   なお、申立期間以前に脱退手当金が未請求となっている別事業所の厚生年金

保険の被保険者期間があるが、未請求の被保険者期間と申立期間である被保険

者期間とはそれぞれ別の記号番号で管理されており、社会保険事務所（当時）

では、請求者からの申出が無い場合、請求者の全ての被保険者期間を把握する

ことは困難であったものと考えられることから、支給されていない期間が存在

することに事務処理上不自然さはうかがえない。 

 

 


